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1．はじめに

　本校は，大正 6年 4月に甲府市立工芸学校と
して開校し，その後甲府市立工業高校，県立甲
府工業学校と改称，昭和 23 年に山梨県立甲府
工業高等学校となり現在に至っている。
　平成28年には創立99周年を迎える伝統校で，
これまで多くの技術者を産業界に送りだしてき
た。その活躍は各分野で高い評価を得ていると
ころである。現在，全日制課程 5学科（機械・
電気・電子・建築・土木），定時制課程 3学科（機
械・電気・建築），および専攻科（建築）から
なり，生徒は充実した施設・設備を活用した学
校生活を送っている。
　「質実剛健」の校訓と，「技術者となる前に人
間となれ」の信条のもと，新しい時代を主体的・
創造的に生きる，たくましくもしなやかな心を
持った工業技術者の育成を学校目標とし，「も
のづくり」，「進学」，「部活動」の各分野で全国
トップレベルの工業高校を目指した『スーパー
甲府工業構想』を強力に推進している。また，
社会的・職業的自立に必要な知識，技術・技能，
態度を育むと共に，地域社会や産業界に貢献で
きる人材の育成を目指している。

2．事業の背景

　近年，本県の製造業を中心とした中小企業で
は，団塊世代の熟練技術者の大量退職や若者の
ものづくり離れが深刻化する中で，技術・技能
の継承や若手技術者の育成が喫緊の課題となっ
ている。
　本県工業系高校においては，文部科学省の委
託事業「ものづくり人材育成のための専門高
校・地域産業連携事業」（H 19 ～ 21），県単独事
業「地域連携ものづくり人材育成事業」（H 22
～ 24）をとおして，地域産業を担うものづく
り人材の育成を図ってきた。
　平成25年度からは，これまでの事業を継続し，
地域産業界との連携によって工業系高校生の技
術力向上および地元企業への技術系人材供給を
図っていくことを目的として「地域と連携した
工業系技術力向上対策事業」を行っているとこ
ろである。

3．事業概要

⑴　対象校
　県内工業系高校 7高校（甲府工業，韮崎工業，
甲府城西，峡南，谷村工業・都留興譲館，富士
北稜）
⑵　期間
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　著者は，京都大学大学院教育学研究科を修了
後教師を目指さず，大手新聞社の記者やフリー
ジャーナリストとして活躍した後，2003 年小学
校の非常勤講師として教員の道を歩み出した。
　現在は，中等教育学校の 40 歳代の国語教師
として活躍しており，教師経験は十数年と少な
いが，それまでのジャーナリストとしての視点
から，学校や教員を厳しい視点で見つめ，特に
若い教員に課題を投げかけている良書である。
　「第 1章教育現場の実状」では，教育業界特
有の文化や現状を読者に理解してもらう趣旨で
書いたとしているが，「鈍感教員」「学ばない教
員」「学べない教員」「コミュニケーション不全教
員」「理念欠如型教員」「マイナス査定の学校文化
と，それに怯える教員」について述べているが，
教員のマイナスイメージが強く同意できない内
容もあるが，心当たりの指摘もあり，読者に応
じた理解でよいと考える。
　なお，1章の途中で本書を投げ出したくなる
面もあるが，第 2章「教師の技術」以後は，参
考となり同意できる内容も多くなり，第 2章か
ら読み始め，最後に第 1章を読む方がよい。
　「第 2章教師の技術」では，「教師として持つ
べきプロフェッショナル意識」「自己認識」「説
明・解説」「指示」「指名」「発問」「板書・プリント」
「机間指導」「教育効果を高める教師の動き」に
ついて，著者の体験と実践に基づいて具体的な
事例を示して述べられている。
　著者の学校教育への熱い思いは，初めて非常
勤講師として一歩を踏み出したときの指導教官
である T先生との出会いに対する記述から理
解できるのでその一部分を紹介する。

「T先生は 4年生の学年主任をしながら，新人
教員の担当で，ご自身のクラスでは不登校の児
童も受け持っていた。また，ご家庭では 3人の
お子さんを育てる母親でもあった。それでいて
口調は常に優しく，丁寧に教えて下さる方で，
若手が落ち込んでいるのを見ると，直ぐに駆け
つけていって慰める視野の広さがあった。常に
明るく前向きに授業や児童対応をしていらっし
ゃっただけでなく，授業の腕前もピカイチであ
った。両手で板書ができることにも驚かされた
が，不登校の児童，成績不振者，成績上位者す
べての児童を満足させていることに目から鱗が
落ちた。……ある日先生が何気なく『寝る時間
はありませんね。3時間も寝られればいいほう』
とおっしゃった言葉を私は忘れない。誰よりも
質の高い実践をされていた先生が，児童のため
にギリギリの闘いをしていたとわかった瞬間だ
った。……T先生の教育行為にかける情熱の大
きさに比べて，妥協を重ねてきた自分の愚かさ
が露わになった瞬間でもあった。」と。この一
文からも著者の教育に対する心情が窺える。
　「第 3章教育現場における評価」ではその手
法の難しさが述べられ，道徳の教科化によりそ
の評価法には，まじめな教師ほど悩んでおり，
教師も生徒と一緒に考えるべき科目であり評価
がなじまないと述べている。「第 4章教員の成 

長」では，素直さとコミュニケーション能力の
大切さが述べられ，「第 5章授業について」で
は 5つの授業形態を紹介している。「第 6章教
員が技術を身に付ける順序」では，相対的剥奪
指標方式が提案され，教員に必要な技術とその
効果的な習得手法を紹介している。「第 7章身
に付けてほしい 3つの力」では，「①精神的タフ
ネスさ②積極的行動力とそれに関連する思考力
③自己認識と他者認識」を取り上げて解説して
いる。

（光文社新書，261 頁，800 円＋税）　（山下省蔵）

残念な教員
－学校教育の失敗学－

林　純次　著
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　平成 25 ～ 27 年度（3年間）
⑶　内容
①　企業現場実習
②　企業技術者からの実践的授業
③　産業技術短期大学校等との連携
④　教員の企業研修
　これらの取組の成果として，技能検定等の資
格取得者数の増加や，就職決定率・事業参加生
徒数・協力企業数・教員研修参加者数等の数値
目標の達成を目指して取り組んだ。
⑷　実施体制
①　「連携推進委員会」（有識者で構成）
②　「担い手推進委員会」（実務者で構成）
③　校内推進委員会

4．事業概略図　（下図）

5．事業の詳細

⑴　企業現場実習
・生徒が専門学科に関係する企業において 3～
5日程度の実習を受ける。
・企業現場の実習を通して，目的意識や意欲の
向上を図り，企業人としての資質を学ぶ。

・本校においては，1年生全員を対象に，また，
機械科 2年生に対しては「機械実習」の中で
5～10名のグループに分かれて実施した。（図
1，図 2）

【本校への協力企業】
　浅川熱処理㈱，㈱峰岸商会，㈲小穴鋳造所等，
延べ 101 社
【企業の感想（浅川熱処理）】
　甲府工業高校との連携にあたっては，企業現

事業概略図

図1　企業現場実習（変形測定）

図2　企業現場実習（パネル操作）
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場実習に小規模中小企業が対応できるのかどう
か，計画・実施にあたり必要となる人件費，コ
ストの問題，事業に参画するメリットなどとい
ったことが懸念材料であった。これまで高等学
校との連携がなく，高校新卒者の採用機会もな
かったことから，熱処理技術の周知，熱処理技
能士の育成，県内で低迷傾向にある製造業の活
性化，さらには，社内教育・採用活動の活性化
等を考え，企業現場実習に取り組むこととなっ
た。
　現在では，本事業参加者の中で本社に入社し
活躍する者も現れ，本事業を継続してきたこと
が，結果的に人材確保にもつながった。また，
生徒にとっても企業現場実習への参加が，技術
力向上，資格取得につながっていくと同時に，
実際の企業の仕事を，見て，聞いて，触れるこ
とにより，就職した後の具体的なイメージを得
ることができる貴重な体験であると感じる。
⑵　企業技術者からの実践的授業
・企業技術者等から，現場で必要とされる実践

的な技術・技能を学ぶ。
・技能検定等の国家資格の取得を目指し，確か
な技術力の定着を図る。
・本校においては，ものづくりマイスターによ
る技能検定講習（旋盤，フライス盤，機械検
査，金属熱処理等），高度熟練技能者による
JIS溶接講習，コンテスト指導等を実施。（図
3，図 4）

【本校への協力企業】
浅川熱処理㈱，山梨県鉄構溶接協会等，延べ
29 社
⑶　産業技術短期大学校等との連携
・産業技術短期大学校による実技指導や施設設
備を借用した実習を通して，高い技術・技能
を身に付ける。

 ・産業技術短期大学校が，教員の技術技能に応
じた実技講習会を実施し，教員の指導力向上
を支援する。（図 5）
・都留キャンパスとのカリキュラム連携を推進
し，工業系高校 +産短大都留キャンパスの 5
年一貫型教育による，高度な技術・技能を持
った人材の育成を図っていく。（図 6）

図5　産短大講師による技術支援

図4　ものづくりコンテスト指導

図3　機械検査2級，3級講習

図6
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⑷　教員の企業等における研修
・企業等における教員研修の実施により，技術・
技能の向上を図り，指導の質を高めていく。

6．事業の成果

　本事業における成果は以下のとおりである。
⑴　全工業高校で 3～ 5日程度の企業現場実習
を実施するとともに，各校の教育課程に学校設
定科目「企業実習」を位置づけ，原則履修化を
目指すこととした。
⑵　技能検定等の国家資格取得者が大幅に増加
するとともに，技能検定 2級等の高度な資格に
挑戦する者も出てきた。
⑶　工業系高校就職内定率 100 %を継続。
⑷　県内企業就職率 85 %～ 90 %程度，工業
系企業就職者 75 %以上を維持。

　なお，本県工業系高校全体での技能検定合格
者および就職状況を表 1に挙げる。
　本事業の実施は，工業系高校生の学習意欲の
向上に繋がり，技能検定の受検者は飛躍的に増
えた。これまでの成果を確たるものにしていく
ために，今後もこのような人材育成事業を継続
し，さらにレベルの高い工業人材を育成してい
くことが必要である。

7．まとめ

　本県において取り組んできた「地域と連携し
た工業系技術力向上対策事業」により，生徒の
地域企業に対する理解が促進されるとともに，
本県工業系高校生の技術・技能の向上に大きな
成果を上げた。今後は，新たな人材育成事業に
より，以下のことに重点的に取り組んでいく必
要がある。
⑴　「企業実習」を充実・発展させ，専門的能力・
実践力を養うための「長期企業実習」を実施し，
工業高校におけるデュアルシステムの足がかり
としていく。
⑵　地域企業が求める資格（技能検定フライス
盤，旋盤 2級，QC検定等）に対応していくため，
技能検定等の資格取得を定着させていくととも
に，技能検定 2級等，質の高い資格にも挑戦し
ていく。
⑶　工業系高校と関係機関・地元企業とのさら
なる連携により，地域企業で活躍できる人材の
共同教育を推進していく。
⑷　高度な資格等に対応していくため，教員の
技術力・技能力及び指導力のさらなる向上を図
っていく。
　産業構造，就職・就業を取り巻く社会の環境
の変化は，若者の勤労観・職業観にも大きく影
響を与えており，今後も，地域産業を支えてい
くための，キャリア教育・職業教育の推進は，
本県工業教育の重点項目である。
　工業系高校では，これまで取り組んできた 9
年間の事業成果を生かし，地域の企業・関係団
体等にご理解，ご協力をいただきながら，山梨
の地域産業に貢献できる「ものづくり人材」の
育成，地域の活性化に繋がっていく教育プログ
ラムの確立を図っていきたい。

表1


	工業教育資料_367号_Part17
	工業教育資料_367号_Part18
	工業教育資料_367号_Part19
	工業教育資料_367号_Part20

